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問題点  ①日・台の比較研究の欠如 


























































































































































































































3. Barney, J. B. （1991）, “Firm Resource and Sustained Competitive Advantage”,, Journal of 
Management, , Vol. 17, p 99-120. 
4. Barney, J. B. （1991）, 同上論文. 
5. Barney, J. B. （1991）, 同上論文. 
6. Barney, J. B. （1991）, 同上論文. 
7. Nonaka, I. Takeuchi（1995）, H., the Knowledge-Creating Company, N.Y: Oxford University Press, 
1995, 
 p 58-63. 
8. Nonaka, I. Takeuchi（1995）同上論文. 
9. H.-K. Chang （2002）, “ Electrostatic Corrections to the Equation of State for a Fully Ionized 







































11. 台湾経済部商業司ホームページ:  http://gcis.nat.gov.tw/main/indexC.jsp 










































それこそが競争力の基本的概念である(Porter, 1986) 1, (Porter, 1990) 2,; ( Kogut, B. & Zander, 
U., 1993)3。 





1966) 6。国家競争力に至っては経済的側面のほうに、社会福祉の向上をより強調している(Dunning , 
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1. 国内経済力 (domestic economic strength)  
2. 国際化 (internationalization) 
3. 政府の影響力 (impact of government) 
4. 科学技術力 (science and technology) 
5. インフラ (infrastructure) 
6. 企業の経営管理能力 (management) 
7. 財務金融市場 (finance) 





























るのかが、当国企業が競争優位を獲得できる能力」である(Porter, 1990) 14。 
 
  過去の研究を見ると一般的に競争力を検証する方法は二つあり、一つは可能性のある影響要素や









M.E.ポータ  ー (1979) 1 は企業の競争戦略を考える前提として、外的環境を分析する際に、5つ
 15 
 
の競争要因（新規参入企業の脅威：threat of new entrants、供給業者の交渉力：bargaining power 
of suppliers、買い手の交渉力：bargaining power of customers、代替品とサービスの脅威：threat 
















図 1.1 ポーターの五つの競争要因関連図 
出所：M.E.ポーター（1979）How Competitive Forces Shape Strategy 
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1.2  競争優位に関する理論 
 
1.2.1  ポーターの競争優位に関する理論 
 











図 1.2  ポーターの価値連鎖図 
出所：M. E.ポータ ,ー Competitive Advantage、the Free Press、New York、1985。 
1.2.1.2  ポーターのダイヤモンド理論 


























図 1.3 ポーターのダイヤモンドモデル 





































































































































1.2.2.1  企業資源基礎理論 





































































  Okamoto（2000）37 は輸出係数と生産誘因係数によって、日本と韓国との産業関係を検証し、「貿
易が生み出す効果」の方向性と貿易依存度の変化を研究した。ダイヤモンドモデルの観点から、こ
れらの要素が要因条件と需給状況に基づくものである。 















































James (1985)  
戦略同盟とは相互に利益を獲得する過程であり、二つもしくは二つ以上の団
体の承諾に対する依頼と保護である 




Grant (1991)  
永続的発展及び適切な能力という二つが、組織の競争力を絶えず生み出す
かどうかの検証項目となる 
Barney (1991)  
戦略同盟とは二社間における研究開発、製造、市場サービスにおける協力体
制で、競争優位を得ることを目的としている 






















































1. 個人の潜在意識 1. 集団の潜在意識 
2. 個人的志向 2. 集団的志向 
3. 個人が基準となる 3. 組織社会が基準となる 








7. 特定の親友関係を求める 7. 親友関係は組織によって定められる 
8. 自主性や快適な生活、経済的安定を求める 8. 組織を通して専門知識、指示、責任、安全保
障が与えられる 
9. 個人の決定に依る 9. 集団の決定に依る 






２．不確実性回避(Uncertainty avoidance)  
  組織のメンバーはリスクや未知なる状況に対して「恐怖」を感じる。言い換えれば不確実性回避
の強い組織では、個人は生活における安全と明確な構造の組織、明文化された制度を求める(Lu et 




1. 不確実性を拒む（恐怖） 1. 不確実性を受け入れる 
2. 高い焦りとストレス 2. ストレスは少ない 
3. 一致性を求める 3. 不一致を受け入れる 
4. 保守的で秩序を尊重する 4. 開放的で斬新 
5. 安全性に注意する 5. リスクがある 
6. 安定の中で発展を追求する 6. 現実の下で発展を追求する 
7. きっちり構造化された社会組織 7. 比較的ルーズな社会組織 








 表1.5 男らしさの度合いに関する指標の比較表 
男らしさが高い 男らしさが低い 








4. 独立性が高い 4. 協調性が高い 
5. 因果関係を重視 5. 直感や運を重視 
6. 成功者を認める 6. 不幸者への同情や憐れみ 








1. 階層の高低がはっきりしている 1. 階層がはっきりしない 
2. リーダーに頼る 2. 組織全体に頼る 
3. 管理者が強い権力を有する 3. 組織全体が平等 
4. 強制的権力が強調される 4. 専門家の決定を重視し平等に対応 
5. 上下関係で時折衝突する 5. 上下関係が比較的温和 








    
表1.7 長期志向と短期志向における指標の比較表 
長期志向 短期志向 




2. 社会的目標や地位への到達に限度有 2. 素早く社会的目標や地位に到達する 
3. 資源を節約 3. 資源に節約なし 
4. 貯蓄や資金の投資運用を重視 4. 貯蓄できるが、消費を重視 
5. 緩慢な成果をも受け入れる 5. 早く結果を望む 
6. 目標のために他人に服従する 6. 他人が自分をどう見ているかを重視 
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  1) 日本旅行業者の優位は、優良従業員、業界内協力、日本文化である。 













表 2.3  SWOT分析 
価値連鎖 
Strength(s):  
Opportunity (O) & Threat (T) 
Weakness (W):  
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Lippman and Rumelt(1982) 1と Hall (1993) 2は、RBT の核心の意味は、企業内部の特殊資源と能
力を含み、これらの特殊資源と能力は企業戦略の基本方針であり、企業の長期利益のベースである。
したがって、企業にとって内部人材の育成が企業の競争優位の一つになると提唱した。また、ペタ


































































仮説 副問 検証方法 
仮説1 ２ アンケート調査 
仮説2 １、２ アンケート調査 
仮説3 ３ アンケート調査 
仮説4 ２ アンケート調査、インタビュ  ー
仮説5 ３ アンケート調査 

































時期 研究の方法 場所（地域） 
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y2013 年9 月30 日～10 月31 日 アンケート本調查 台湾110 社 
 























第四部 旅行産業内の競合関係 G1-6 

































A1-8 (8 個) 
B1-3 (3 個) 
C1-6 (6 個) 









E1-5 (5 個) 
F1-7 (7 個) 
第四部 旅行産業内の競合関係 0.813 G1-6 (6 個) 






I1-6 (6 個) 

































政府の規範 3.98 0.715 
第四部 旅行産業内の競合関係 4.25 0.865 

























A1-8 (8 個) 
B1-3 (3 個) 
C1-6 (6 個) 









E1-5 (5 個) 
F1-7 (7 個) 
第四部 旅行産業内の競合関係 0.810 G1-6 (6 個) 






I1-6 (6 個) 






































第四部分 旅行産業内の競合関係 4.15 0.793 
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とおり。   
 
表4.1 信頼性の高低とCronbach’s α係数の対照表 
Cronbach’s α係数 信頼度 
Cronbach’s α≦0.3 信頼度ない 
 67 
 
0.3 < Cronbach’s α≦0.7 
0.7 < Cronbach’s α≦0.9 












C1-6 計17 題 





F1-7 計12 題 
第四部分 産業内の競合関係 G1-6 計6 題 
第五部分 旅行業者のインバウンド戦略 H1-12 計12 題 
出所：筆者作成。 
Cronbach’s α係数を用いた信頼性分析。係数は下表4.3 のとおり。 
 
































旅行業の競争優位 ✔企業文化：Hofstede (1990) 
Culture’s consequences: International differences in work-related values. 
✔コストリーダーシップ＆差異化：Porter, M.E., How Competitive Forces 
Shape Strategy, Harvard Business Review, March/Apr. 1979. 
旅行業の企業核心 ✔インタビュ  ー
✔Porter, M.E., On Competition. Cambridge, Mass: Harvard Business School 
Press, 1998. 
✔Nonaka, I. Takeuchi, H., the Knowledge-Creating Company, N.Y: Oxford 
University Press, 1995. 
✔Colin Ley, Market-Driven Politics, Neo-liberal democracy and the public 
interest, London, Verso Books 280, 2001. 
顧客へのニーズ 
&政府の規範 
✔ ダ イ ヤ モ ン ド モ デ ル ： Porter, M.E., Technology and Competitive 
Advantage, the Journal of Business Strategy, winter, 1985. 
産業内の競合関係 ✔Porter, M. E. & Fuller, R., Competition Global Industries, Harvard Business 





















1995 年以前 23 18 
1951～1980 年 25 16 











100 万NT$以下(300 万円以下) 8 9.1% 12 14.3%
100 万～500 万NT$(300 万～1,500 万円) 27 30.7% 35 41.7%
500 万～1,000 万NT$(1,500 万～3,000 万
円) 
31 35.2% 29 34.5%
1,000 万～3,000 万NT$(3,000 万～1 億円) 20 22.7% 8 9.5%
資本金 
3,000 万NT$以上(1 億円以上) 2 2.3% 0 0
20 人以下 36 40.9% 46 54.8%
21～50 人 23 26.1% 18 21.4%
51～100 人 20 22.7% 15 17.8%
101～200 人 8 9.1% 5 6.0%
従業員
数 
201 人以上 1 1.2% 0 0
30 歳以下 12 13.6% 23 27.4%
31～40 歳 28 31.8% 36 42.9%
41～50 歳 35 39.8% 15 17.9%




61 歳以上 2 2.3% 1 1.1%
300 万NT$以下(1,000 万円未満) 5 5.7% 8 9.5%
300 万～1,500 万NT$(1,000 万円～5,000
万円未満) 
28 31.8% 46 54.8%
年商 




3,000 万～1 億NT$(1 億円～3 億円未満) 20 22.7% 9 10.7%
 1 億NT$以上(3 億円以上) 3 3.5% 0 0
以下は回答者資料 
21～30 歳 12 13.6% 8 9.5%
31～40 歳 36 40.9% 45 53.6%
41～50 歳 16 18.2% 23 27.4%
51～60 歳 18 20.5% 5 6.0%
年齢 
61 歳以上 6 6.8% 3 3.5%
男性 63 75.0% 57 67.9%性別 
女性 25 25.0% 27 32.1%
5 年以下 6 6.8% 3 3.6%
5～10 年 12 13.6% 13 15.5%
10～20年 33 37.5% 48 57.1%




30 年以上 10 11.4% 7 8.3%
会長/社長/幹部 58 66.0% 49 58.3%
中間管理職：部長、課長 28 31.8% 28 33.3%
役職 





















企業文化     
1. 従業員は一人で仕事をこなす能力がある 3.93 0.64 4.12 0.73 
2. 従業員が個人の意見を発することを重視している 3.78 0.67 3.98 0.68 
3. 安定の中で発展を求めるが、比較的保守的である 2.98 0.73 3.05 0.93 
4. 階級区分が明確で、管理・被管理の権利、責任を重視 3.80 0.75 4.00 0.85 
5. 資源には限りがあるので、貯めておくべきだ 4.16 0.68 4.11 0.93 
6. 安定成長を目標とし、急速な目標達成は危険だ 3.64 0.85 4.12 0.82 
7. 持続的イノベーションは当社の企業文化の一つだ 3.37 0.94 4.17 0.79 
8. 従業員は随時再教育を行えると思う 3.67 0.83 3.88 0.75 
小計平均値 3.67 0.76 3.93 0.81 
コストリーダーシップ     
1. 戦略的に低価格商品・サービスを提供している 4.66 0.88 4.55 0.91 
2. 低価格戦略はただ一時しか持続しない 4.78 0.76 4.13 0.68 
3. 長期的低価格戦略は本産業全体の悪性的な競争を招く恐れがあ
る 
4.70 0.72 4.60 0.82 
小計平均値 4.71 0.79 4.43 0.80 
差別化     
1. 当社の商品・サービスは同業他社のものとは異なる 3.67 0.74 3.48 0.89 
2. 当社の商品・サービスは同業他社の模倣の対象である 3.62 0.76 3.86 0.78 
3. 当社は他社とは異なり、関連産業の支持を得ている 3.55 0.81 3.05 0.83 
4. 政府機関との関係は良好だ 4.12 0.79 4.03 0.94 
5. 当社の商品・サービスには業界をリードしている 3.05 0.82 3.01 0.79 
6. 業界内はどこも似たりよったりだ (R) 3.64 0.81 4.13 0.91 
小計平均値 3.61 0.79 3.59 0.86 






















1. 従業員は会社の経営戦略を理解している 3.23 0.88 4.01 0.86 
2. 従業員は楽しんで仕事をしている 3.98 0.79 4.03 0.73 
3. 新商品や新サービスなどの自主開発能力が高い 3.88 0.69 3.45 0.79 
4. 自社の経営戦略はとても効果がある 3.89 0.83 3.56 0.84 
5. 豊富な自己資金は貴社の優位性のひとつである 2.87 0.94 3.07 0.91 
6. 同業者で知識を共有している 3.02 0.86 3.18 0.83 
7. 多種多様な商品・サービスを取り揃えている 3.17 0.68 3.65 0.77 
8. 中国市場での開発能力が高い 3.20 0.71 3.57 0.69 
9. 低価格戦略でも良好なサービスの品質を維持できる 3.99 0.95 2.86 0.78 
10. 組織の内部管理を重視している 4.01 0.82 3.95 0.85 
11. 良好な組織管理は本業界の核心となる価値のひとつである 4.13 0.67 3.65 0.69 
12. 顧客に対する交渉能力が高い 4.07 0.83 3.06 0.73 
13. サプライヤーに対する交渉能力が高い 3.65 0.84 3.16 0.89 
14. 顧客満足は企業の主要な核心的価値であると思う 4.60 0.77 4.17 0.94 
15. 中国人観光客の受け入れは社内で最もウェイトが高い 3.77 0.95 3.88 0.85 
16. 新しい顧客の開拓よりも、既存客へのサービス向上が重要 3.86 0.94 4.26 0.67 


















顧客のニーズ     
1. 中国人観光客のニーズを理解している 4.15 0.79 4.10 0.88 
2. 定期的に情報収集し中国人観光客のニーズを分析、理解して
いる 
4.13 0.85 4.10 0.88 
3. 観光のニーズを理解することは、貴社の商品・サービスの戦略制
定に役立つ 
4.25 0.83 4.33 0.87 
4. 多くの顧客は貴社の提供する商品・サービスに満足している 4.07 0.92 4.18 0.69 
5. 顧客のニーズに合わせて、検討や改善を行っている 4.18 0.67 4.26 0.71 
小計平均値 4.16 0.81 4.20 0.81 
政府の規範     
1. 政府は本産業を支持し、人材育成教育などの支援を行っている 4.20 0.88 3.65 0.79 
2. 政府の中国人観光客に対する開放政策は、旅行産業の発展に
つながっている 
4.23 0.87 3.33 0.78 
3. 中国人観光客は当地の経済成長や雇用機会の増加に寄与して
いる 
4.25 0.92 3.87 0.81 
4. 政府は中国人観光に対してより規制緩和をするべきだ 3.22 0.85 3.58 0.65 
5. 中国支社を設置している（または設置予定）(R) 2.95 0.88 3.77 0.94 
6. 日中（両岸）関係の好転または緊張が本国の産業に影響する 4.23 0.76 3.96 0.83 
7. 観光局などの政府機関は本産業の発展に全面的に協力してい
る 
3.86 0.78 3.51 0.92 
小計平均値 3.85 0.85 3.67 0.82 





















産業内の競合関係     
1. 同業他社との競争は熾烈だ 3.73 0.69 4.32 0.92 
2. 同業他社とは特定の時期に協力しあうことがある 3.15 0.70 3.09 0.87 
3. 良好な人脈の開拓と維持が必要だ 4.29 0.92 3.87 0.68 
4. 業界内での競合関係はとても重要である 3.82 0.85 4.12 0.93 
5. 他社と協力して中国人観光客を受け入れている 3.08 0.83 4.33 0.81 
6. 関連産業と協力することで顧客をひきつけている 4.01 0.78 3.97 0.80 














旅行業者のインバウンド戦略     
1. 業界の、将来の発展への潜在能力は十分にある（中国人観光客
の受け入れも要因の一つ） 
3.12 0.78 3.88 0.72 
2. 当社は中国の旅行業者と協力して中国人観光客を受け入れて
いる 
4.35 0.66 4.14 0.83 
3. 中国人観光客の受け入れには市場セグメントが必要 3.76 0.92 3.69 0.92 
4. 自国の観光スポットは中国人観光客を惹きつけリピートさせること
ができる 
3.52 0.96 3.08 0.82 
5. 自国の中国人観光客への礼儀や態度は、他国の観光客に対す
るものと同様だ 
3.17 0.83 2.15 0.62 
6. 自国の観光スポットの施設は十分だ 3.02 0.91 3.78 0.76 
7. フリー客よりも団体客を重視している 4.13 0.72 3.61 0.71 
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8. 自国の観光スポットは中国でも有名だ 3.65 0.86 3.16 0.74 
9. 積極的に中国人観光客へのサービスの質を上げている 4.17 0.88 3.97 0.83 
10. 中国人観光客の受け入れは高級路線だ (R) 3.06 0.79 3.00 0.82 
11. 中国人観光客受け入れの価格は一般的だ (R) 4.28 0.74 4.15 0.83 
12. 中国人観光客は大都市に集中している (R) 4.32 0.73 3.98 0.94 























表4.11  5大項目の、企業の成立年に対する一元配置分散分析表 













































































































































































































































































































































































  需要の条件 




































































































































































































































































































































































受け入れの価格は一般的だ』としている。   
 
(2)  5大項目の、年商に対する分析 
  年商300万NT$（1,000万円未満）を1、300万～1,500万NT$（1,000万～5,000万円未満）を2、
1,500万～3,000万NT$（5,000万～１億円未満）を3、3,000万～1億NT$（1億～3億円未満）を4、
1億NT$（3億円）以上を5とする。   
 
表4.12  5大項目の、企業の年商に対する一元配置分散分析表 






































































































































































































































































































































































  需要の条件 






































































































































































































































































































































































表 4.13 2大項目相関係数分布表 





















































































































































政府の規範 0.177 0.087 0.161 2.295 0.023* 1.696 
2=0.635   Adj-R2=0.618    F=36.577   有意差p=0.000*   D-W=1.893 













表4.16 仮説 3 検証(日本)回帰表 
未標準化係数 
項目 
B の予想 標準誤差 




























































































































































R2=0.484   Adj-R2=0.298   F=6.433   有意差p=0.000*   D-W=2.270 










表4.17 仮説 3 検証(台湾)回帰表 
項目 未標準化係数 標準化係数Beta 分配 T 値 有意 VIF 
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R2=0.552   Adj-R2=0.531   F=25.926   有意差p=0.000*   D-W=1.917 





















1. 従業員は会社の経営戦略を理解している D1 
2. 従業員は楽しんで仕事をしている D2 
3. 新商品や新サービスなどの自主開発能力が高い D3 
4. 自社の経営戦略はとても効果がある D4 
5. 豊富な自己資金は貴社の優位性のひとつである D5 
6. 同業者で知識を共有している D6 
7. 多種多様な商品・サービスを取り揃えている D7 
8. 中国市場での開発能力が高い D8 
9. 低価格戦略でも良好なサービスの品質を維持できる D9 
10. 組織の内部管理を重視している D10 
11. 良好な組織管理は本業界の核心となる価値のひとつである D11 
12. 顧客に対する交渉能力が高い D12 
13. サプライヤーに対する交渉能力が高い D13 
14. 顧客満足は企業の主要な核心的価値であると思う D14 
15. 中国人観光客の受け入れは社内で最もウェイトが高い D15 







































































































































R2=0.699  Adj-R2=0.507  F=3.633   P=0.002*  D-W=1.846 

























































































































































































































R2=0.630  Adj-R2=0.456  F=3.619   P=0.001*  D-W=2.429 


















































































































2. 当社は中国の旅行業者と協力して中国人観光客を受け入れている H2 
3. 中国人観光客の受け入れには市場セグメントが必要 H3 
4. 自国の観光スポットは中国人観光客を惹きつけリピートさせることができる H4 
5. 自国の中国人観光客への礼儀や態度は、他国の観光客に対するものと同様だ H5 
6. 自国の観光スポットの施設は十分だ H6 
7. フリー客よりも団体客を重視している H7 
8. 自国の観光スポットは中国でも有名だ H8 
9. 積極的に中国人観光客へのサービスの質を上げている H9 
10. 中国人観光客の受け入れは高級路線だ (R) H10 
11. 中国人観光客受け入れの価格は一般的だ (R) H11 











































































































R2=0.501  Adj-R2=0.266  F=2.135   P=0.031*  D-W=2.050 



















































































































R2=0.596  Adj-R2=0.407  F=3.141   P=0.002*  D-W=2.308 



























































































R2=0.607   Adj-R2=0.604   F=202.248   P=0.000*  D-W=1.894 
出所：筆者作成。  (*はp<0.05有意差がある) 
Y= インバウンド戦略 
 





















































































































































































R2=0.277  Adj-R2=0.217   F=4.987   P=0.008*  D-W=1.971 









項目 直接効果 間接効果 総効果 
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有意差なし 0.779＊0.312≒0.243 0+0.243=0.243 
成立した 











































Kaiser-Meyer-Olkin (KMO) は0～1の間であり、日本旅行業のKMO は 0.633で、Bartlett’s テ










A7 0.866 0.947 0.128 -0.036
A8 0.879 0.922 0.121 0.078
A4 0.846 0.915 0.004 0.127
A3 0.868 0.877 0.167 0.123
C5 0.800 0.802 0.248 0.117




A2 0.625 0.212 0.785 0.044
A5 0.679 0.135 0.755 0.028
B1 0.444 0.242 0.524 -0.035
B3 0.622 0.380 0.489 0.155
B2 0.612 0.377 0.469 0.153
A6 0.439 -0.247 0.459 0.143
C2 0.582 0.269 0.418 0.415
16.230 44.190 
C3 0.747 0.016 0.032 0.922
C1 0.753 0.061 -0.095 0.875
C4 0.497 0.407 0.140 0.453




この3つの因子のMSA値は0.956、 0.831と0.913であり、0.6以上は有効と判断される。 Cronbach’s 
α 係数とI-T相関は以下通りである。  
 
 
表4.33 日本旅行業の競争優位因子分析Cronbach’s α 係数とI-T相関 























































0~1の間であり、台湾旅行業のKMO は 0.712で、Bartlett’s テストSphericity （Chi Square）





0〜1の間であり、台湾旅行業のKMO は 0.712で、Bartlett’s テストSphericity （Chi Square）









A8 0.866 0.854 0.225 0.074
A7 0.879 0.795 0.168 0.014
A5 0.846 0.784 0.251 0.158
A4 0.868 0.779 0.164 0.138
C2 0.800 0.732 0.123 0.121
18.352 18.352 
A1 0.625 0.363 0.702 0.187
A3 0.679 0.166 0.648 0.303
A4 0.444 0.270 0.621 0.202
A2 0.622 0.299 0.601 0.187
A6 0.612 0.381 0.574 -0.171
   B2 0.439 0.449 0.529 -0.135
16.321 34.673 
B1 0.832 -0.024 -0.028 0.752




C3 0.516 -0.057 0.349 0.633
B3 0.423 0.175 0.462 0.550
C4 0.652 0.168 0.306 0.498
C5 0.653 0.072 0.036 0.066
出所：筆者作成。 
 
この3つの因子のMSA値は0.732、 0.863と0.935であり、0.6以上は有効と判断される。 Cronbach’s 
α 係数とI-T相関は以下通りである。  
 
 
表4.35 日本旅行業の競争優位の因子分析Cronbach’s α 係数とI-T相関 
























































































検証の結果 仮説番号 仮説内容 























































表 5.2 日・アンケート調査による日・台旅行業者の競争優位検証整理表 
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A. 企業文化  
1.  従業員は一人で仕事をこなす能力がある □ □ □ □ □  
2.  従業員が個人の意見を発することを重視している □ □ □ □ □  
3.  安定の中で発展を求めるが、比較的保守的である □ □ □ □ □  
4.  階級区分が明確で、管理・被管理の権利、責任を重視 □ □ □ □ □ 
5.  資源には限りがあるので、貯めておくべきだ □ □ □ □ □ 
6.  安定成長を目標とし、急速な目標達成は危険だ □ □ □ □ □ 
7.  持続的イノベーションは当社の企業文化の一つだ □ □ □ □ □ 
8.  従業員は随時再教育を行えると思う □ □ □ □ □ 
 
B. コストリーダーシップ 
1.  戦略的に低価格商品・サービスを提供している □ □ □ □ □   
2. 低価格戦略はただ一時しか持続しない             □ □ □ □ □ 
3. 長期的低価格戦略は本産業全体の悪性的な競争を招く恐れがある □ □ □ □ □ 
 
C. 差別化 
1.  当社の商品・サービスは同業他社のものとは異なる □ □ □ □ □ 
2.  当社の商品・サービスは同業他社の模倣の対象である □ □ □ □ □   
3.  当社は他社とは異なり、関連産業の支持を得ている □ □ □ □ □ 
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4.  政府機関との関係は良好だ □ □ □ □ □ 
5.  当社の商品・サービスには業界をリードしている □ □ □ □ □ 







1.  従業員は会社の経営戦略を理解している □ □ □ □ □ 
2.  従業員は楽しんで仕事をしている □ □ □ □ □ 
3.  新商品や新サービスなどの自主開発能力が高い □ □ □ □ □ 
4.  自社の経営戦略はとても効果がある □ □ □ □ □ 
5.  豊富な自己資金は貴社の優位性のひとつである □ □ □ □ □ 
6.  同業者で知識を共有している □ □ □ □ □ 
7.  多種多様な商品・サービスを取り揃えている □ □ □ □ □ 
8.  中国市場での開発能力が高い □ □ □ □ □ 
9.  低価格戦略でも良好なサービスの品質を維持できる □ □ □ □ □ 
10. 組織の内部管理を重視している □ □ □ □ □ 
11. 良好な組織管理は本業界の核心となる価値のひとつである □ □ □ □ □ 
12. 顧客に対する交渉能力が高い □ □ □ □ □ 
13. サプライヤーに対する交渉能力が高い □ □ □ □ □ 
14. 顧客満足は企業の主要な核心的価値であると思う □ □ □ □ □ 
15. 中国人観光客の受け入れは社内で最もウェイトが高い        □ □ □ □ □ 
























E. 顧客への理解  
1.  中国人観光客のニーズを理解している □ □ □ □ □ 
2.  定期的に情報収集し中国人観光客のニーズを分析、理解している □ □ □ □ □   
3.  観光のニーズを理解することは、貴社の商品・サービスの戦略制 
定に役立つ □ □ □ □ □ 
4.  多くの顧客は貴社の提供する商品・サービスに満足している       □ □ □ □ □ 
5.  顧客のニーズに合わせて、検討や改善を行っている □ □ □ □ □ 




1. 政府は本産業を支持し、人材育成教育などの支援を行っている □ □ □ □ □ 
2. 政府の中国人観光客に対する開放政策は、旅行産業の発展につながっている □ □ □ □ □   
3. 中国人観光客は当地の経済成長や雇用機会の増加に寄与している □ □ □ □ □ 
4. 政府は中国人観光に対してより規制緩和をするべきだ □ □ □ □ □ 
5. 中国支社を設置している（または設置予定）(R) □ □ □ □ □ 
6. 日中関係の好転または緊張が本国の産業に影響する                   □ □ □ □ □ 












1.  同業他社との競争は熾烈だ □ □ □ □ □ 
2.  同業他社とは特定の時期に協力しあうことがある □ □ □ □ □   
3.  良好な人脈の開拓と維持が必要だ □ □ □ □ □ 
4.  業界内での競合関係はとても重要である  □ □ □ □ □ 
5.  他社と協力して中国人観光客を受け入れている □ □ □ □ □ 






1.  業界の、将来の発展への潜在能力は十分にある（中国人観光客の受け入れも要因の一つ） 
 □ □ □ □ □ 
2.  当社は中国の旅行業者と協力して中国人観光客を受け入れている □ □ □ □ □ 
3. 中国人観光客の受け入れには市場セグメントが必要                   □ □ □ □ □ 
4.  自国の観光スポットは中国人観光客を惹きつけリピートさせることができる  
□ □ □ □ □ 
5.  自国の中国人観光客への礼儀や態度は、他国の観光客に対するものと同様だ 
 □ □ □ □ □ 
6. 自国の観光スポットの施設は十分だ □ □ □ □ □ 
7.  フリー客よりも団体客を重視している □ □ □ □ □ 
8.  自国の観光スポットは中国でも有名だ □ □ □ □ □ 
9.  積極的に中国人観光客へのサービスの質を上げている □ □ □ □ □ 
10. 中国人観光客の受け入れは高級路線だ (R) □ □ □ □ □ 
11. 中国人観光客受け入れの価格は一般的だ (R)                       □  □ □ □ □ 






1.  成立年度：□ 1950 年以前  □ 1951 年～1980 年   □ 1981 年～1990 年  □ 2000
年以後 
2.  旅行会社の分類：□総合旅行社 □甲種旅行社   □ 乙種旅行社 
3.  支店・支社：□  有     □  無 
4.  従業員数：□ 20 人以下  □ 21 人～50 人   □ 51 人～100 人   □ 101 人～200 人   
□ 201 人以上 
5.  従業員の平均年齢：□ 30 歳以下  □ 31～40 歳   □ 41～50 歳   □ 51～60 歳    
□ 61 歳以上 
6.  年商：□ 3000 万元未満   □ 3000 万元～6000 万元未満    □ 6000 万元～9000 万元
未満 □9000 万元～1 億2000 万元未満 □1 億2000 万元以上    
7.  中国人観光客の受け入れ以外に、貴社の主要な商品やサービスは？_______________________ 
8.  貴社が考える中国人観光客のニーズを簡潔にお答えください ___________________________ 
9.  中国人観光客に対する業務拡大にはどのような戦略がありますか？_______________________ 
 
個人資料： 
1. 年 齢： □ 21～30 歳 □ 31～40 歳 □ 41～50 歳   □ 51～60 歳 □ 61 歳以上         
2. 性 別： □ 男性       □ 女性    
3. 旅行業にご従事した年数：□ 5 年未満   □ 5 年～10 年未満  □ 11 年～20 年未満    
□ 21 年～30 年未満  □ 30 年以上 
4. ポスト:   □ 会社会長/社長/管理職   □ 中間管理職  □ その他____________________ 
他にご意見があればお願いします 
アンケートをご記入後、 ２０１３年１０月３１日 までに 
 
同封する封筒にてご返信くださいますようお願い申し上げます    
以上 





付録 II アンケート調査票（中国語） 
 
 為了感謝您的協助、若您同意、本研究結果將於日後贈送給您。 





博士生: 李建霖  敬上 
聯繫電話: 002-81-80-3083-2777 
E-mail: jackie5777@hotmail.com 






    本問卷係與專家學者深入討論後所得，請您針對以下各項，就您所認知的程度
加以勾選。     
 
例如： 
   項目                                  程度 
                         非常同意 同意  無意見  不同意 非常不同意 

















第一部份: 「台灣旅行業產業競爭優勢」請依照 貴公司所認知之優勢程度加以勾選。 
 
項          目                                         程          度                                   
               
                        
 
 
                                             
 
A. 企業文化  
1.  貴公司強調員工個人獨立工作能力                            □ □   □ □ □ 
2.  貴公司重視員工表達個人意見                                □ □ □ □ □ 
3.  貴公司在穩定中求發展，偏向保守                            □ □ □ □ □ 
4.  貴公司的位階劃分清楚，重視管理與被管理的權責           □ □ □ □ □ 
5.  資源是有限的，應該妥善儲蓄                                □ □ □ □ □  
6.  貴公司是以穩健成長為目標，快速達到目標是危險的      □ □ □ □ □ 
7.  持續的創新是本公司的企業文化之一                          □ □ □ □ □   
8.  本公司認為員工要隨時進行再教育                            □ □ □ □ □  
           
B. 成本優勢領導 
1.  貴公司策略性地推出低價產品/服務                        □    □ □   □  □ 
2.  貴公司的低價促銷策略往往只會持續一段時間              □    □   □   □  □                  
3.  貴公司認為長期的低價策略會導致整個產業的惡性競爭     □    □ □   □  □ 
 
C. 差別化 
1. 貴公司的產品/服務與其他同業具有差異性                   □    □   □   □  □ 
2. 貴公司的產品/服務是其他同業模仿的對象                      □   □ □   □  □  
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3. 貴公司擁有有別於其他同業的相關產業之支持                   □   □   □    □  □ 
4. 貴公司與政府機關關係良好                                   □   □   □    □   □ 
5. 貴公司的產品與服務具備領導地位                             □   □ □    □   □ 
6. 本產業中的同業同質性很高。(R)                              □   □ □    □   □ 
 
 
第二部分: 「台灣旅行業的產業核心價值」 請依照 貴公司的認知加以勾選。 
 
D. 産業的核心価値 
1. 貴公司的員工了解公司的經營策略                         □   □ □   □  □ 
2. 貴公司的員工樂在工作                           □   □ □   □  □ 
3. 對新商品/服務的自主開發能力強                              □   □ □   □  □ 
4. 貴公司的經營策略方案通常很有績效                    □   □ □   □  □ 
5. 自我資金充足是貴公司的優勢之一                     □   □ □   □  □ 
6. 同業間會互相分享知識                            □   □ □   □  □ 
7. 貴公司具備多樣化商品/服務                          □   □ □   □  □ 
8. 貴公司開發中國市場的能力強                         □   □ □   □  □ 
9. 貴公司認為低價策略也可以有好的服務品質                   □   □ □   □  □ 
10. 貴公司重視組織的內部管理                                 □   □ □   □  □ 
11. 良好的組織管理是本產業的核心價值之一               □   □ □   □  □ 
12. 貴公司對顧客的交涉能力強                          □   □ □   □  □ 
13. 貴公司對供應商的交涉能力強                 □   □ □   □  □ 
14. 貴公司認為滿足顧客是企業的主要核心價值                □   □ □   □  □ 
15. 陸客占貴公司的營業額比例高於其他外國旅客                 □   □ □   □  □ 

















第三部分： 「台灣旅行業的需求條件」 請依照 貴公司的認知加以勾選。 




E. 顧客的需求  
1.  貴公司了解陸客的需要                                □   □ □   □  □ 
2.  貴公司定期收集資訊了解分析陸客的需求                □   □ □   □  □ 
3.  了解顧客的需要有助於貴公司制定商品與服務策略        □   □ □   □  □ 
4.  大部分的顧客滿意貴公司提供的商品與服務            □   □ □   □  □ 
5.  貴公司會依照顧客的需求進行檢討與改善會議            □   □ □   □  □ 
 
F. 法令規章 
1.  政府支持本產業、並進行人才培訓與教育的支援              □   □ □   □  □ 
2.  政府對於開放陸客來台旅遊政策鬆綁有助於台灣旅行業發展     □   □ □   □  □ 
3.  陸客觀光可促進當地經濟成長並增加地區的就業機會           □   □ □   □  □ 
4.  政府應就開放陸客觀光做更多的開放政策                    □   □ □   □  □ 
5. 本公司目前(或者將要)在中國有設立分公司(R)                □   □ □   □  □ 
6. 兩岸關係的良好維持或是緊張會影響本產業的產值         □   □ □   □  □ 
7. 觀光局等政府單位對此產業的發展有正面整合協助功能          □   □ □   □  □ 
 
第四部份: 「産業界的競合關係」請依照 貴公司的認知加以勾選。 
 
G. 産業界的競合關係 
1.  本產業的同性質業者競爭激烈                            □   □ □   □  □ 
2.  本產業的同性質業者在特定時期會相互合作                 □   □ □   □  □                
3.  本產業需要拓展並維持良好的人脈關係                     □   □ □   □  □  
4.  本產業競合關係很重要                                  □   □ □   □  □ 
5.  本產業的業者會相互幫忙招攬顧客                         □   □ □   □  □ 
6.  貴公司與相關產業進行合作以達到吸引顧客的目的            □   □ □   □  □ 
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第五部份: 「台灣旅行業招攬中國觀光客的策略」 請依照 貴公司的認知加以勾選。 
 
H.  招攬中國觀光客的策略 
1.  本產業未來發展潛力良好(陸客團的接待是主因之一)          □   □ □   □  □ 
2.  本公司與大陸旅行社配合接待陸客團來日台旅遊              □   □   □   □  □ 
3.  本公司認為接待陸客團需要進行市場區隔                   □   □ □   □  □ 
4.  台灣的觀光景點可以吸引陸客重遊                        □   □   □   □  □ 
5.  台灣民間禮遇陸客就像禮遇其他外國觀光客一樣的態度        □   □   □   □  □ 
6.  台灣的觀光景點設施適宜                                   □   □   □   □  □ 
7.  貴公司重視帶團體旅遊更勝於自由行                          □   □ □   □  □ 
8.  台灣觀光勝地在大陸頗負盛名                               □   □   □   □  □ 
9.  貴公司積極提升對陸客的服務品質                           □   □   □   □  □ 
10. 貴公司接待陸客團走高級路線(R)                            □   □   □   □  □   
11. 貴公司接待陸客團走中平價路線(R)                          □   □ □   □  □ 
12. 貴公司的陸客顧客集中於一級城市(R)                           □   □   □   □  □   
 
第六部份: 以下是 貴公司與 狀您個人的相關基本資料、請依照實際 況加以勾選。 
 
公司基本資料： 
1.  成    立    年： □ 1950 年以前  □ 1951 年～1980 年   □ 1981 年～1990 年    
□ 2000 年以後    
2.  旅行社分類：□ 綜合旅行社 □甲種旅行社    □ 乙種旅行社 
3.  分    公   司；□  有     □  無 
4.  員 工 人 數：□ 20 人以下  □ 21 人～50 人   □ 51 人～00 人   □ 101 人～201 人   
□ 201 人以上 
5.  員工平均年齡：□ 30 歲以下  □ 31～40 歲   □ 41～50 歲   □ 51～60 歲    
□ 61 歲以上 
6.  年商營業額：□ 3000 萬元未滿   □ 3000 萬元～6000 萬元未滿     




7.  貴公司除了陸客來台業務之外、其他主要的商品/服務：______________________________________ 




1. 年  齢： □ 21～30 歳 □ 31～40 歳 □ 41～50 歳   □ 51～60 歳 □ 61 歳以上         
2. 性  別： □ 男性       □ 女性    
3. 在旅行業的年資：     □ 5 年未滿  □ 5 年～10 年未滿    □ 11 年～20 年未滿     
□ 21 年～30 年未滿  □ 30 年以上 



























































































































3. 目前是如何接洽外國觀光客來台旅遊呢? 未來這樣的接洽方式是否會改變呢? 
 
 
4. 請問 貴公司認為外國觀光客的需要是甚麼呢?通常是如何得知顧客的需要呢? 
 
 

















機會（ 狀外部環境的 況與特質） 
 
 
威脅（ 狀外部環境的 況與特質） 
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